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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第２四半期連結
累計期間

第21期
第２四半期連結
累計期間

第20期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （千円） 2,122,929 2,259,253 4,482,585

経常利益 （千円） 289,102 296,150 827,231

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 182,819 191,247 564,444

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 182,819 191,247 564,444

純資産額 （千円） 2,242,928 2,415,943 2,675,989

総資産額 （千円） 4,414,814 4,615,304 4,648,181

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 10.70 11.18 33.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 10.63 11.12 32.80

自己資本比率 （％） 49.2 50.8 56.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 757,598 805,754 809,196

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △176,470 △93,301 △363,863

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △114,350 △465,209 △75,257

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,274,753 2,425,295 2,178,052

 

回次
第20期

第２四半期連結
会計期間

第21期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 3.40 5.13

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っており

ます。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、相次ぐ自然災害の影響を受けたものの、好調な企業収益を背景

に緩やかな景気回復基調を継続いたしましたが、人手不足による人件費の上昇や原油高による原材料費の高騰、米中

の貿易摩擦問題深刻化による世界経済の減速懸念等、先行きの不透明感が高まる状況で推移いたしました。

このような経済状況の中、当社は、本年８月、「中期経営計画２０２０」(２０１８年度～２０２０年度)を策定、

既存事業で培ってきた強みを活かして周辺領域へのビジネス拡大を推進することを基本方針とし、メンタリティマネ

ジメント事業においては健康経営・人材開発事業のプラットフォームを確立し、また、就業障がい者支援事業におい

ては仕事と疾病・育児・介護等との両立支援事業のプラットフォームを確立することにより、企業の生産性向上と

人々が安心して働ける環境整備を実現することを経営ビジョンとした事業活動を展開しております。

当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、メンタリティマネジメント事業及び就業障がい者支援事業の

売上高伸長に伴い、増収となりました。

一方、費用面につきましては、今後の各事業分野の成長戦略を見据えて要員を先行配置したことに伴い人件費が増

加し、また、メンタリティマネジメント事業において、ストレスチェック実施後の個人や組織の課題改善のためのソ

リューションビジネスを強化するための諸施策実施費用を計上したことにより、売上高費用比率は上昇いたしまし

た。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,259百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益は297百万円（前

年同期比2.9％増）、経常利益は296百万円（前年同期比2.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は191百万円

（前年同期比4.6％増）となりました。

 

報告セグメントの経営成績は以下の通りです。

 

（メンタリティマネジメント事業）

当事業におきましては、単にストレスチェック義務化対応商品の提供先拡大にとどまらず、ストレスチェック後の

個人のセルフケア支援策や組織診断結果に基づく職場環境改善策等、顧客企業の職場の活性化と生産性向上を図るた

めの各種ソリューション商品の提案営業を推進いたしました。また、法制化３年目にあたり、企業におけるストレス

チェック結果活用ニーズの高まりを受け、当社の知見とノウハウに基づくソリューション商品単体での販売を開始し

たほか、他社のストレスチェック義務化対応サービスを利用中の企業が、当社サービスへのスムーズな切り替えを行

うことに対応した商品を新たにラインアップいたしました。さらには、中期経営計画の重点課題である健康経営・人

材開発事業推進のため、メンタルヘルスとフィジカルヘルスの融合を見据えた健診結果管理システムの提供に加え

て、ストレスチェックデータ及び健診データ双方の分析結果に基づく健康経営支援サービスの提供を開始いたしまし

た。

当期間の売上高につきましては、主にストレスチェック義務化対応商品「アドバンテッジタフネスシリーズ」の売

上が伸長し、増収となりました。費用面につきましては、サービス提供先及び利用者数増加に伴うオペレーション関

連費用が増加したことに加え、中期経営計画を踏まえた新たな商品及びサービス開発体制の強化や、ストレスチェッ

ク後のソリューション商品提供に注力した営業活動への積極的な人的資源の投下を実施した結果、経費負担が増加い

たしました。

これらの結果、メンタリティマネジメント事業の売上高は1,651百万円（前年同期比6.7％増）、営業利益は363百

万円（前年同期比2.6％増）となりました。

 

（就業障がい者支援事業）

当事業におきましては、保険分野で有力企業との取引関係を有するマーケットホルダーや地方等の有力な保険代理

店との連携強化を通じた効果的かつ効率的なＧＬＴＤ（Group Long Term Disability：団体長期障害所得補償保険）

の新規顧客開拓に注力いたしました。また、飛躍的に増加した当社のメンタルヘルスケアサービス導入企業への販売

体制の強化を行いました。一方、既存契約先へのアプローチといたしましては、顧客企業の人事部等との協力関係の
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強化を図りつつ、任意加入者増加のための諸施策を実施するとともに、グループ企業へのＧＬＴＤ制度導入の提案を

推進いたしました。

当期間の売上高につきましては、新規契約獲得が売上伸長に寄与いたしました。費用面につきましては、営業機能

を強化し、販売体制とオペレーション体制の人員配置の見直しをした結果、人件費及び関連諸費用が増加いたしまし

た。

これらの結果、就業障がい者支援事業の売上高は442百万円（前年同期比8.5％増）、営業利益は174百万円（前年

同期比3.4％減）となりました。

 

（リスクファイナンシング事業）

主に企業等に勤務する個人を対象として保険商品を販売しております当事業では、売上高につきましては前年同期

比で若干の減収となりました。費用面につきましては、オペレーション業務の改善等を推進して引き続きコスト抑制

に取り組みました。

これらの結果、リスクファイナンシング事業の売上高は164百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は135百万円

（前年同期比0.9％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より32百万円減少し、4,615百万円となりました。流動

資産は１百万円減少し、3,437百万円となりました。これは主に、当期間の経営成績の結果により現金及び預金が増

加した一方で、保険代理店勘定が減少したことによるものです。固定資産は31百万円減少し、1,178百万円となりま

した。これは主に無形固定資産が償却により減少したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末より227百万円増加し、2,199百万円となりました。流動負

債は220百万円増加し、2,130百万円となりました。これは主に、前受収益が増加した一方で、保険料預り金が減少し

たことによるものです。固定負債は６百万円増加し、68百万円となりました。これは主に、本社の増床により資産除

去債務が増加したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より260百万円減少し、2,415百万円となりました。これ

は主に、自己株式の取得を実施したことによるものです。

なお、保険会社に帰属する保険料で当社の口座に残高のあるものについては、保険代理店勘定及び保険料預り金と

して対照勘定処理を行っております。これらを除いた場合の自己資本比率は54.0％となります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前第２四半期連結会計期間末

より150百万円増加し、2,425百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は805百万円（前年同期比6.4％増）となりました。これは主に、税金等調整前四半期

純利益が296百万円となったことに加えて、前受収益の増加額が473百万円となったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は93百万円（前年同期比47.1%減）となりました。これは主に、有形固定資産及び無

形固定資産の取得に伴う支出が99百万円になったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は465百万円（前年同期比306.8%増）となりました。これは、自己株式の取得による

支出が316百万円となったことに加え、配当金の支払が154百万円生じたことことによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当社が保険代理店として代理店契約を結んでいる損害保険会社及び生命保険会社については、別表に記載している

とおりとなっております。

 

別表：代理店委託契約状況

①　損害保険会社との代理店契約（12社）

あいおいニッセイ同和損害保険 アメリカンホーム医療・損害保険 ＡＩＧ損害保険

共栄火災海上保険 損害保険ジャパン日本興亜 Ｃｈｕｂｂ損害保険

チューリッヒ保険 東京海上日動火災保険 日立キャピタル損害保険

三井住友海上火災保険 明治安田損害保険 ユーラーヘルメス信用保険

  

 

②　生命保険会社との代理店契約（７社）

アフラック生命保険 オリックス生命保険  

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険 第一生命保険

東京海上日動あんしん生命保険 三井住友海上あいおい生命保険 メットライフ生命保険
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,500,000

計 36,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）

(2018年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2018年11月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,165,200 17,189,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 17,165,200 17,189,000 － －

（注）１．2018年10月１日から2018年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が23,800株増

加しております。

２．「提出日現在発行数」欄には、2018年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 2018年７月１日～

 2018年９月30日
6,000 17,165,200 2,463 318,756 2,463 280,255

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2018年10月１日から2018年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が23,800株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ9,769千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

鳥越　慎二 東京都渋谷区 4,509,800 26.74

笹沼　泰助 東京都渋谷区 2,685,700 15.92

フォルソム　リチャード　リー 東京都港区 1,346,300 7.98

フォルソム　夕起子 東京都杉並区 1,040,000 6.16

THE CHASE MANHATTAN BANK,

N.A. LONDON SPECIAL ACCOUNT

NO.1

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都港区港南２丁目15番１号）

996,400 5.90

野村信託銀行株式会社（投信

口）
東京都千代田区大手町２丁目２番２号 344,100 2.04

前波　範彦 東京都世田谷区 265,100 1.57

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会

社）

東京都中央区築地７丁目18番24号

（東京都中央区晴海１丁目８番11号）
200,000 1.18

JP MORGAN CHASE BANK 380646

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

 

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,

E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15番１号）

 

185,400 1.09

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号

 
180,300 1.06

計 － 11,753,100 69.69
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　300,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,862,800 168,628 単元株式数　100株

単元未満株式 普通株式 　　　1,900 － －

発行済株式総数 17,165,200 － －

総株主の議決権 － 168,628 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％)

㈱アドバンテッジリスク

マネジメント

東京都目黒区上目黒二

丁目１番１号
300,500 － 300,500 1.75

計 － 300,500 － 300,500 1.75

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,178,052 2,425,295

受取手形及び売掛金 670,838 603,064

保険代理店勘定 468,263 276,256

その他 121,377 132,560

流動資産合計 3,438,531 3,437,177

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 245,095 286,692

減価償却累計額 △82,196 △92,472

建物附属設備（純額） 162,898 194,220

工具、器具及び備品 188,027 210,258

減価償却累計額 △133,727 △144,550

工具、器具及び備品（純額） 54,299 65,708

有形固定資産合計 217,197 259,928

無形固定資産   

のれん 253,520 226,117

ソフトウエア 479,342 421,159

ソフトウエア仮勘定 8,129 30,353

その他 10,531 7,014

無形固定資産合計 751,524 684,644

投資その他の資産   

投資有価証券 2,806 2,806

敷金及び保証金 153,343 152,083

繰延税金資産 76,591 67,370

その他 8,186 11,293

投資その他の資産合計 240,927 233,553

固定資産合計 1,209,649 1,178,127

資産合計 4,648,181 4,615,304
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 170,000 170,000

未払法人税等 152,477 112,425

前受収益 660,943 1,134,533

保険料預り金 468,263 276,256

賞与引当金 163,175 147,453

その他 294,682 289,796

流動負債合計 1,909,542 2,130,465

固定負債   

資産除去債務 62,649 68,895

固定負債合計 62,649 68,895

負債合計 1,972,191 2,199,361

純資産の部   

株主資本   

資本金 314,241 318,756

資本剰余金 265,831 270,346

利益剰余金 2,033,332 2,070,195

自己株式 △163 △315,862

株主資本合計 2,613,241 2,343,437

新株予約権 62,748 72,505

純資産合計 2,675,989 2,415,943

負債純資産合計 4,648,181 4,615,304
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 2,122,929 2,259,253

売上原価 453,474 477,273

売上総利益 1,669,454 1,781,979

販売費及び一般管理費 ※ 1,380,153 ※ 1,484,382

営業利益 289,300 297,597

営業外収益   

受取配当金 75 75

未払配当金除斥益 243 153

助成金収入 185 －

その他 58 51

営業外収益合計 562 280

営業外費用   

支払利息 760 475

支払手数料 － 1,251

営業外費用合計 760 1,727

経常利益 289,102 296,150

税金等調整前四半期純利益 289,102 296,150

法人税、住民税及び事業税 93,558 95,682

法人税等調整額 12,725 9,220

法人税等合計 106,283 104,903

四半期純利益 182,819 191,247

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 182,819 191,247
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

四半期純利益 182,819 191,247

四半期包括利益 182,819 191,247

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 182,819 191,247

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 289,102 296,150

減価償却費 124,566 124,285

のれん償却額 29,503 27,402

受取利息及び受取配当金 △75 △75

支払手数料 － 1,251

支払利息 760 475

株式報酬費用 15,352 12,782

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,195 △15,722

売上債権の増減額（△は増加） 91,565 67,773

前受収益の増減額（△は減少） 487,674 473,589

その他の資産の増減額（△は増加） △2,349 △19,364

その他の負債の増減額（△は減少） △41,410 △9,901

小計 983,495 958,647

利息及び配当金の受取額 75 75

利息の支払額 △467 △475

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △225,505 △152,493

営業活動によるキャッシュ・フロー 757,598 805,754

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △100,482 △61,240

無形固定資産の取得による支出 △59,655 △38,488

敷金及び保証金の差入による支出 △17,562 △321

敷金及び保証金の回収による収入 1,229 6,748

投資活動によるキャッシュ・フロー △176,470 △93,301

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,092 6,006

自己株式の取得による支出 － △316,950

配当金の支払額 △115,442 △154,264

財務活動によるキャッシュ・フロー △114,350 △465,209

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 466,776 247,242

現金及び現金同等物の期首残高 1,807,976 2,178,052

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,274,753 ※ 2,425,295
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
　　至 2017年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
　　至 2018年９月30日）

役員報酬 58,450千円 59,800千円

給与手当 404,074 488,437

賞与引当金繰入額 125,189 120,768

退職給付費用 5,481 6,689

業務委託費 208,841 213,634

のれん償却 29,503 27,402

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 2,274,753千円 2,425,295千円

現金及び現金同等物 2,274,753 2,425,295

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

　配当金支払額

 

決議

 

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月23日

定時株主総会
普通株式 115,289 13.5 2017年３月31日 2017年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１　配当金支払額

 

決議

 

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 154,383 9.0 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

２　株主資本の金額の著しい変動

当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取

得について、次の通り実施いたしました。なお、以下の取得をもって、2018年８月７日開催の取締役会の決議

に基づく自己株式の取得を終了しております。

（１）取得した株式の種類　　　当社普通株式

（２）取得した株式の総数　　　300,000株

（３）株式の取得価額の総額　　315,698,600円

（４）取得期間　　　　　　　　2018年８月９日から2018年９月20日まで

（５）取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 
メンタリティ

マネジメント事業

就業障がい者

支援事業

リスクファイナン

シング事業
合計

売上高     

外部顧客への売上高 1,548,535 407,883 166,510 2,122,929

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 1,548,535 407,883 166,510 2,122,929

セグメント利益 354,868 180,735 134,036 669,640

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

　利益 金額

　報告セグメント計

　全社費用(注)

669,640

△380,340

　四半期連結損益計算書の営業利益 289,300

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等の販売費及び一般管理費であります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 
メンタリティ

マネジメント事業

就業障がい者

支援事業

リスクファイナン

シング事業
合計

売上高     

外部顧客への売上高 1,651,865 442,610 164,778 2,259,253

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 1,651,865 442,610 164,778 2,259,253

セグメント利益 363,922 174,525 135,215 673,663

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

　利益 金額

　報告セグメント計

　全社費用(注)

673,663

△376,066

　四半期連結損益計算書の営業利益 297,597

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等の販売費及び一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 10円70銭 11円18銭

 （算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 182,819 191,247

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

 純利益（千円）
182,819 191,247

 普通株式の期中平均株式数（株） 17,080,020 17,107,215

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 10円63銭 11円12銭

 （算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

 （千円）
－ －

 普通株式増加数（株） 123,391 86,783

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

第６回新株予約権

671個
－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アドバンテッジリスクマネジメント(E05648)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月６日

株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　英樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　宏明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバ

ンテッジリスクマネジメントの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018

年７月１日から2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドバンテッジリスクマネジメント及び連結子会社の2018年

９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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